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石油ショッグ以降の各階の企業経営環境条併の

変化にともなう未曽有の不況に対し，各企業とも

いままでにない真剣な脱出への努力をつづけてい

る.高度成長時代はすで、に終わったノ 低位成長

に対応する量から質への転換/ などと言われる

ように各企業の今時の不況脱出努力は単なる従来

からの不況対策にとどまらないものとなってお

り，いわゆる「経営の転敗」が真に達成されよう

としている.

その「経営の転換J の l つに“事業経営の多角

化"ということがみられる.それは従来の高度成

長をパックとした専門ljî 業なし、し尚品(製品)の

量的拡大というスケール・メリソトに爪点が l置か

れた経営から，多燥化する而要に対し新規にある

いは企業の保有するポテンシャルをうまく活用，

再編して対応していこうという経営である.

たとえば，各社の 1:1宅産業分野やエンシニアリ

ングまたはシステム(ソフト)産業分野への進出

がみられたり，また極端なケースをあげるとある

鉄鋼メーカーでの製鉄所の工場排水(昔話水)を利

用してのウナキの養楠や，ある食品会社の事務所

.店舗の学生塾や料理学校への転換など従来の発

想では想像もできないようないろいろな努力がな

さ ;h~ている.

ところで，この事業経営の多角化ないし多角的

事業経営ということでは，当社は昔から“鉄鋼と

造船を兼営するユニ F グな多角経営企業"と評さ
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れてきた.鉄鋼と造船の兼営はずいぶん昔からの

ことであるが，数年前から今後の需要分野の多様

化に刈応すべく鉄鋼および造船の保有する技術そ

の他のポテンシャルを肖編集約し新しい事業分野

として重工事業 各種ブラント建設，エネルギ

ーや海洋産業関連，環境や社会建設等にともなう

、ートおよびソフト一一一に本格的に進出すること

になり，今 I1 では“鉄鋼，量T，造船の総合的複

合事業経営企業"となっている.

事業内容が複数化すると，その事業別の経営責

任を明確化し相立の競争的発展をはかるべく事業

部制がとられることが多い.当社においても然り

で，鉄鋼事業部，岳1:エンジニアリンク事業部お

よび造船事業部の 3 つの事業部から構成されてし、

る.事業部制において問題となることは，直接の

事業経営の主体としての事業部自体の経営と企業

全休としての主主点経営方向にそっての人，金，物

あるいは技術といった経営諸資源の効果的，最適

な配分との衝突ということである.

とくに，今日のように需要分野の多様化を含む

各種の経営環境条件の激変する情勢にあっては，

単に既存事業の経営管理のみならすJ 常に企業全

体の立場から，し、かなる事業を仲ばし，またいか

なる事業に進出すべきか，そのためにいかなる目

標のもとにし、かに経営諸資源を配分・充当すべき

かということを追求していなければ企業経営の道

を踏みはすす、ことになってしまう.
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このように，多様化する需要分野，激変する経

営環境条件と内部的な各事業運営状況およびその

背景として保有する企業実力ないしポテンシャル

をにらみ，いかなる事業経営体制をとっていくべ

きかを常に追求していなければならないというの

が今日の企業経営の特徴であり，そして，それを

果すことが最大の経営課題，したがってトッフ。マ

ネージメントの最大の投割であるということがで

きょう.

そのような今日的な企業経営の背景のもとにあ

って，ここに当社日本鋼管におけるトップnマネー

ジメント用情報システムについて紹介することに

l つの意義を見いだすものであるが，悲しいかな

当社においてもそのあるべきシステムを追求中，

模索中の段階にある.そういう意味で，ここに紹

介するものは構想段階のものであり，裏づけある

ケースにいたらないことを詫ひ、たい.

1. 情報システム化の経緯と卜'"プマネージメ

ント情報システム指向

当社におけるコンビュータ等機械を導入しての

情報処理のシステム化の歴史はすでに20年におよ

ぶ.もちろん，当初は PCSによる原材料受払計

算，給与計算等の単純な事務計算の処理システム

にスタートし， 30年代なかばから導入された，い

わゆるコンピュータといわれるものにより生産管

理，原価管理や人事情報，経理情報といった業務

機能を，あるまとまり範囲で・貫する情報処理シ

ステムへと発展していった.

ところで，当社も他の製造各社とだし、k~ 、同じ

ように，その情報処理のシステム化はまず工場に

発祥する.しかも，上述のように鉄鋼と造船の兼

営であり，鉄鋼部門については製鉄所において，

造船部門については造船所において情報システム

の導入，実施そして培養，蓄積がなされてきた.

しかし，情報、ンステム化の拡大，発展はいちじ

るしくたとえば鉄鋼部門においてみると，製鉄所

内での各工程ごとの生産工程システムが工場全体

1976 年 10 月号

の一貫システムとして連結され，製造指示から製

品出荷までの各業務が一連的に処理されるにいた

るとともに，営業・販売面の受注や売と処理，詰

求・回収業務にまでおよび，現在では全国各地の

営業所からの引合情報のエントリーから代金回

収，売掛金業務にいたる販売・生産の総合システ

ムを形成している.

この情報システムの拡大は引合，受注から代金

回収，売掛金業務というように A連的関係を布す

る業務を横に連結するものであり，いわばシステ

ムの水平的拡大ということができょう.しかし，

情報システム化の拡大，発展は単に水平的なもの

ばかりではない.

l 場における生産工程計画とその管理評価ある

いは営業面における受注・回収計画とその管理詐

価，さらには需要予測や販売生産最適計画，財務

評価シミュレーション等を隊使しての販売・生産

の総合的な計画・管理システムを部分的には実施

される状態にいたっている.これはシステムの水

平的拡大に対し，その計画・管理評価を一貫する

し、わばシステムの垂直的拡大ということができよ

フ.

このように，情報システム化は水平的にまた垂

l白的に拡大，発展をたどり，また今後もその方向

をたどろうとしている.

このような情報システム化の歴史からも推しは

かれるように，当社の情報システム化の隆史は長

いが，そのアプローチは帰納的であり，単一業務

→関連するまとまり範聞の業務へ，工場(生産)

→営業(販売)事業部門全体へというような経緯

をたどってきた.

したがって，会社全体の将来方向，長期経営計

画から，各事業部門の事業計尚・管理，事業運営

(\坂売，生産等)および全社的経営諸資源(人，

金，物あるいは技術等)の管理，運営等へ←宇貫し

た思想，体系のもとでシステムを構築しだいく，

いわば演鰐的なシステムアプローチは今日にいた

るまで幾度か発案されプランされてきたが，いま
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だその実現をみるにはいたっていない.

L かし，事業部門男Ijにみてみると1:述のよう

にたとえば鉄鋼部門においては，国内，外の経済

動向，エネルギーその他の資源条件などの事業経

営の大前提のもとに産業連関モデルや各種各国て、

の需要予測と国内，外の鉄鋼供給能力や1E伸子測

を通して， 3 1f-ラ年先までの販売・生産見通し

をたて，それにもとづき 171極別，工場別あるいは

輸出を含む販売先別の総合的な調整と原材料費，

人件費あるいは資金コスト等の予測を加味ーした財

務評価を行ない最終的に ~r'一度および其IJ別の計~lli を

設定するシステムの相当部分にわたり情報システ

ム化がなされ，各計両設定段階におけるトップ「マ

ネージメントおよび事業部門トップマネージメン

トの経営判断，意思決定に武献している.

また，そのトップιマネーシメントへの氏献につ

いてはれにrirll出|設定の júiにおいてのλならず，

現実の受注状況，在)1令状況，出荷状況などの情報

提供や品種別の損益状態，原価実績の推移て干の経

営管理情報の提供を通 L てかなりの貢献をなすよ

うになっている.

このように，事業部門別にみるとかなり情報シ

ステム化も進み，事業経営の中心となるような将

来予測， 'jì 業計l唖i ・管理から販売. ~i 産のオベレ

ーションまでを帝国経するところまでにいたってし、

る事業部門もあり，その範聞においてトソブマ不

ージメントおよび事業部門トップマネーシメント

の経営判断・，~I思決定や経営管理に役立ってし、る

ということができょう.

しかし，他の事業部門においてはいまだそのよ

うな段階までにはし、た")ていないところもあれ

ば，そのような情報システムをあえて必安a と Lts: 

い事業部門もある これは，当社の多角卒業(鉄

鋼事業，南工事業および造船事業)そのものが産

業を異にするほど異なり，経営管理方式自体がか

なり違うこと，あるいは各事業部門の歴史や規模

が異なることなどから生じている.

しかしながら，今後ともそのような事業内科の
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違いから，情報システム化の極限を事業部門別の

経営情報システム (Divisional-MIS) にとどめる

ことはできない.

それは，はじめに述べたように今日の企業経営

のパウンタリーが従来と様相を」変し，多くの企

業で経営の転換を考えなければならないほどにな

ってきており，当社においてもいつまでも製造な

いしハード主体のスケール・メリノトに最点をお

いた既存二事業をつづけ』てし、くということがむずか

しくなり，今年はじめ“量から質へ，ハードから

ソフトへ"また!日来の鉄鋼，造船というような限

定的な 'Jf業から“多様に変化する需要に対応すべ

く弾力的，包括的かつ機動性ある事業部"として

それまでの，f(J: 事業部を再編拡張して'D:工エンシ

ニアリング事業部門がidt立された.

この 'f(T= ンジニアリング事業部I"Jは旧米の鉄

鋼や造船 'jì 業部門と吃列視することができないおー

業部I"J であ') , ソブ卜(エンシニアリング)に関

しては各 'h業部門をまたがり全社的に当該部l'日、

あたり， パート(製造，建設等)に関してはそれ

ぞれに該当する事業部門が担当するというような

システムである.

したがってこの.n下ふエンジニアリング事業部

門の粍賞情報システムを考える場合，これまた他

の事業部門と同じようには考えることはできな

い.つまり，従来の Divisional-MIS として思考，

アプローチすることはできず，それ肉体企業全体

の経常情報システム (Corporate-MIS) でなけれ

:工ならなし、ということである.そういう立味にお

いて，いずれにしても Corporate-MIS を指向

し，形成・構築していかなければならない情勢に

いたったといえる.

この Corporate-MIS は，単なる従来からの

帰納的な情報システム化の最終的な集積状態では

なく，多様に変化する需要や経営環境条件のなか

で各事業の現実の運営状況や~業の持てるポテン

シャルをとらえて， トップマネージメント自らが

多岐広範にわたる経営課題に対し)[当宜適切な判断
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評価と方針提示が可能になるようサポートできる

情報システムでなければならず，そういう経営思

想や経営体系のもとにそれに一貫するものとして

形成，構築されてし、かなければならない.

このような Corporate-MIS に取り組むべき

主体としての情報システム部門も 2 年前から本社

に屑を構え(本社システム室設置)，1トップ。マネー

シメント・オリエンテッド Corporate-MIS J (仮

称)を演緯的に指向し，地道ながらその実現に取

り組もうとしている.

2. r トヴプマネージメン卜・オリヱンテッ

ド Corporate-MIS J のシステム設計ア

プローチ

以上のような背景のなかで，その役割(機能)

を果さねばならない「トップ。マネージメント・オ

リエンテッド Corporate-MISJ の思考，設計に

あたって取る基本的な考え方・思想および新しい

システムテーマとそのアプローチの概要はつぎの

とおりである.

( 1 ) システム設計の基本思想

今日そして今後の企業経営環境から，当社の経

営の特質として

。事業内容の多様な変化

0経営判断・管理視点および方式の多様な変化

。経営組織体制のいっそうの多様化と弾力的，

機動性ある組織運用

などが考えられる.それに対する従来からのシス

テムアブローチには

義務システム化のアプローチが帰納的すぎる

番多情報システムの実体との希離がみられる

番多システムが部分的，硬直的である

などの問題をかかえている.

そこで，今後の経営の特質に対応すべく，つぎ

のような内容を本システム設計の基本思想ないし

指導理念とした.

① 演緯主導のシステム設計

@ 実体システム→情報システム (EDP シス

テム)への一貫した展開設計

1976 年 10 月号

③ 総合性および機動性ある EDP システムの

設計

このようなシステム設計の基本的な考え方にも

とづき，つぎのようなシステムのとらえ方と展開

の仕方をする(図 1 ). 

まず，システムの対象を各事業部門をまたがる

経営全体とし，かつ従来のオペレーショナルある

いは計画・管理レベルのみならずトップ。マネージ

メントが直接的に主体となる経営戦略レベルをも

含めてとらえる.

そしてそのシステムの設計の展開も，経営戦略

から各部門のオベレーションにいたる実際の経営

活動そのものとしての実体システム自体から思

考，設計し，それにもとづいて情報管理や情報流

通機構，情報運用等の情報システムのあり方を追

求し，そのなかでいかなる部分をし、かにコンピュ

ータ技術を駆使して機能させるかということで

EDP システムを設計するとし、う展開アプロ{チ

をとる.

また，従来の帰納的なシステムアプローチにお

いては，システムが部分的に設計，集積されてく

る.したがって，データやプログラムが個々のシ

ステム内で占有されたり，システム相互間で重複

現象を起こしたり，というように品貫性に欠ける

ことが多い.

そのような問題を打開しかっ各事業部門をまた

がる経営戦略からオベレーションにいたる経営全

体のデータやシステムの総合性を保ち，時々変化

する経営判断や管理の視点ないし方式に対応すべ

く，新しい EDPのシステムとして「総合経営デ

ータ・ベースシステム j や「プログラム・ベース

システム」など構想し，本システムの中心的柱と

していく.

このシステム設計の基本思想にもとづくトッ

プマネージメント・オリエンテッド Corporate­

MIS の設計アプローチとその基本的な仕組み(構

造)を概念的にあらわしたのが図 l であり，それ

にもとづいて現在実体システムから情報システ
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内容・情報の内害

情報の流通機構 の総合院な菅理

問報の処理運用

."青報を主した業轄の処理・加工 7片式(システム)

の総合前な昔理

ト.~プマネージメント・オリヱンテ・y ド Corporate-MIS (構想)図 1
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ム， EDP システムにわたり基礎的な調査が行な

われ，さらに実体的な裏づけをなすべき研究がな

されている.

なお，図中「トップ。マネージメント情報システ

ム」がピラミッド(全システム)の頂点にあるの

は単に情報の全システムからのボトムアップを意

味するのみならず， トップマネージメントからの

トップダウンをも意味する.

( 2 ) 総合経営データ・ベースシステム(構想)

従来の情報システム化の考え方においては，目

的とする処理システム主体のシステム化であり，

たとえば需要予測とか品種別の損益計算(実績)

とし、う場合，その予測や損益計算の処理システム

がまず設定される.

そして，その処理システムに必要最少限かっそ

のそれぞれの処理システムに固有な形式でデータ

が収集され，ファイルされるやり方がとられてき

た.

したがって，需要予測システムにおいては予測

に必要なデータを保有する(品種ごとの)データ

・ファイルが，また損益計算システムにおいては

品種別の損益実績データがそれぞれ別個にファイ

ルされ 2 つのシステムを通して品種を事象とす

る共通なデータ・ファイルないしデータ・ベース

が設定されるということは想像もつかないことで

あろう.

しかし，この総合経営データ・ベースシステム

のやり方では需要予測も品種別損益計算もそこで

必要とする品種に関するデータについては「品種

データ・ベース J からそのおのおのに必要なデー

タが受渡しされる.

このように，経営戦略ないし計画レベル(需要

予測)からオペレーショナルな実績レベル(損益

実績計算)までを共通な事象(品種)で一貫する

形でデータをとらえるとともに，一方，鉄鋼，重

工，造船とし、う各事業部門をまたがってとらえる

という，そういう経営全体のなかで共通する事象

(たとえば品種のほかに従業員，組織，原材料，

1976 年 10 月号

資金，顧客，業者，技術などがある)で一貫する

データ・ベース(総合経営データ・ベース)を設

定する.

そしてそのデータ・ベースからトップマネージ

メントをはじめ各部門の戦略，計画からオベレー

ションに必要なデータを提供するものであり，こ

れはいわば“情報(データ)の共有財産化"をは

かるものである.

そうし、う情報(データ)の全社的な共有的活用

ないし収集，提供が可能になってはじめて，多様

化し，激変する需要や経営環境に対し企業全体の

立場から敏速かつ総合性ある経営判断，意思決定

が適切に行なえることになるといえよう.そうい

う意味において，この「総合経営データ・ベース

システム J はトップマネージメント・オリエンテ

ッド Corporate-MIS を支えるもっとも大きな

柱である.

以上簡単ながら当社のトッフ。マネージメント用

情報システムの動きにつきトッフ。マネージメ

ント・オリエンテッド Corporate-MIS J の考え

方とその内容の一端を述べてきたが，このシステ

ムはシステム設計の基本思想でも述べたように，

単なる情報システムとしてとらえアプローチする

ことはできない.

経営システムそのものとしての実体システムか

ら十分に思考し，固めてし、かなければ実効あるシ

ステムとはなり得ない.そういう意味で企業経営

企画，経営組織あるいはマーケティング等の機能

と一体的に開発されていかなければならないとい

えよう.

いのうえ・やすゆき 1943年生
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